
Ⅰ．はじめに

　１９８０年代以降からの環境保護の激化，それに伴う天然林におけ

る伐採規制によって木質原料が低質化する中で高品質な製材品や

合板等の加工生産は難しくなり，木製品の生産は世界的に，高付

加価値製品へとシフトし始めた。こうした動きは，日韓両国にお

いても合板産業が１９８０年代以降から減少に転じ，代わりに，パー

ティクルボード（以下，PB）や中密度繊維板（以下，MDF）等

の木質ボード類産業が徐々に拡大している。特に，MDFは表面

に彫刻や塗装ができるため，無垢材や合板の代替材として需要が

拡大している。MDFは，日本では主に建築用途に使われている

が，韓国では建築用途よりも家具やキャビネット用材等に使われ

てきた。

　ところが，１９９０年代以降から所得水準の向上に伴って高層ア

パートを中心に床材，壁，ドア等の木質内装材として需要が増加

し，MDFの生産量は１９９０年の１１万m３が２０００年には９７万m３に急

増している。

　本研究では，日本と韓国における木質ボード類産業の動向を，

製品需要や原料供給構造等について考察する。

Ⅱ．木材需要構造の日韓比較

　１．木材消費の特徴

　韓国は１９６０年代以降から経済発展に伴って産業化や都市化が急

速に進み，大都市では深刻な住宅不足問題が生じた。このような

住宅不足問題を解決するため，政府の住宅政策の基本は短期間に

より多くの住宅を建設する大量供給政策であった（2）。特に，

政府の「住宅２００万戸計画（１９８８～９２）」により，新設住宅着工戸

数は１９９０年には１９７０年対比の６．５倍である７５万戸になった。４，５００

万人の人口に対してその規模の大きさは，人口一人当たりにして

日本と殆ど変わらない住宅建設規模である。しかし，これらの住

宅建築構造は鉄筋・鉄骨コンクリート造に集中している。

　表－１は，２０００年現在の日本と韓国の新設住宅着工総床面積を

木造，鉄筋・鉄骨コンクリート造，その他造の三つの構造に分け

たものである。それによると，日本の住宅着工総床面積は１２０百

万ｍ２で，そのうち木造が５４％と最も多く，鉄筋・鉄骨コンク

リート造が４６％である（表－１）。これに対して，同年の韓国の

住宅着工総床面積は８１百万ｍ２で，そのうち鉄筋・鉄骨コンク

リート造が９３％を占め，木造は０．２％に過ぎない。住宅構造の殆

どが非木造である。また，新設住宅着工戸数をみると，２０００年現

在の日本の新設住宅着工戸数は１２３万戸で，そのうち木造が４５％

を占めているのに対して，同年の韓国の新設住宅着工戸数は４３万

戸で，この建設形態は一戸建て住宅，タウンハウス，アパートに

区分されているが，そのうち高層アパートが最も多くて７７％を占

め，次いでタウンハウスが１５％，一戸建て住宅が８％等である。

木造住宅の新設着工戸数は年間千戸強程度に過ぎない。

　このような住宅建築の構造的な特徴のため，韓国の木材消費は

日本のような木造住宅をめぐる構造材などと異なる形態をとって

いる。すなわち，住宅建築物の構造材として木材が利用されるこ

とは少なく，内装の部材に木材が使用されるに過ぎない。
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　２．木材需要の特徴

　２０００年現在の日本の総木材需給量は１０，１００万ｍ３で，そのうち

薪炭材やシイタケ原木需要量を除いた木材需要量は９，９２６万ｍ３で

ある。その内訳はパルプ・チップ用が４３％，製材用が４１％，合板

用が１４％，その他用材が２％である。これと同様に同年の韓国で

も木材需要量２，７９７万ｍ３のうち製材用が４６％を占め，次いでパル

プ・チップ用が４１％，合板用が１２％，その他用が１％と，日韓両

国の木材需要構造はよく似ている（表－２）。

　しかし，製材品の用途別需要をみると，日本の場合，２０００年の

国内挽きの製材品出荷量（国産製材品や外材製材品を含む）は

１，７２３万ｍ３で，その内訳は建築用材が８０％，木箱仕組板・梱包用

材が１１％，土木建設用材が４％等と，木造住宅の建築用材向けが

大きなウェイトを占めている（表－３）。これに対して，韓国で

は１９９５年以後の製材に関する公式的な統計数値は存在しないが，

朴ら（１９９５）の木材消費調査によると（7），１９９３年の国内挽き

の製材品出荷量（国産製材品や外材製材品を含む）は４２０万ｍ３で，

その内訳は土木建設用材が５７％，建築用材が１５％，梱包用材が

１０％，その他用材が１７％等であった。また，林業研究院によると

（8），韓国の製材品需要は日本のような木造住宅の構造材や部材

である建築用材ではなく，約７３％がコンクリート型枠もしくは仮

設材として利用されていると報告している。日本と韓国の製材品

需要は大きく異なっている。また，合板の需要においても，日本

の場合，建築用が最も多くて５３％を占めており，次いで家具用が

１６％，建具用が８％等と，合板においても需要の多くが建築用材

に利用されている（10）。これに対して，韓国の合板需要は土木

建設用が３６％，家具用が３７％，建具用が１８％等であり，国内生産

の合板では実に９０％以上がコンクリート型枠用である（9）。

　このように韓国の製材品や合板のいずれも主な需要先はいずれ

も土木建設用で，高層建築物を建てる際の仮設材して使われてい

るため，韓国の木材需要構造は，日本の需要構造とは全く異なる

ものだといえる。

Ⅲ．木質ボード類産業の動向

　１．木質ボード類の概要

　１９８０年代以降環境保護の激化に伴って天然林における伐採規制

は，木材加工産業に対して天然林からの良材供給を縮小させ，原

料が低質化する中で高品質な製材品や合板などの加工生産は難し

くなり，その代替材として低級材や未利用材，並びに廃材などを

有効に利用する木質ボード類の生産が拡大している（3）。

　木質ボード類は PBと繊維板に区分される。まず，PBは木材の

小片を主な原料として接着材によって成形熱圧した板で，チップ

ボードまたは削片板ともいう。小片にはチップ，フレーク，ウェ

ファー，ストランドなどが含まれる。PBは，小径木や廃材など

から大面積の板材がつくれることや製品の歩止まりが高いことが

特徴である。次に，繊維板は木材や植物を原料として製造される

板状製品である。原料をアスプレンド法などで蒸煮解繊，または

生のまま繊維化した後，水あるいは空気を媒体として板を形成す

るが，媒体に水を用いる方法を蒸式法，空気を用いる方法を乾式

法と称する。日本工業規格（JIS）では空乾比重によって，ハー

ドボード（比重０．８以上），MDF（比重０．４～０．８），インシュレー

ションボード（比重０．４以下）の三つに分類されている（11）。

　２．木質ボード類産業の現況

　日本繊維板工業会によると（6），日本の木質ボード類工場は

２００１年現在，ハードボードは６社６工場，PBは１３社１５工場，

MDFは国内で４社４工場，海外で３社３工場，インシュレー

ションボードは５社６工場がそれぞれ稼動している。木質ボード

類工場の場合，合板メーカーが残材の有効利用を目的に進出した

ものもあり，そのほか木材チップ屑の有効利用を目的とする紙・

パルプメーカからの参入もみられる。従って，その経営形態とし

ては，合板産業，紙・パルプ産業と兼業しているものもある。ま

た，専業企業においても，原料入手面等で合板メーカーと密接な

関係もある。

　一方，韓国における木質ボード類工場は殆どが PBとMDFの

工場である。韓国合板ボード協会によると（1），２００１年現在の

PBは４社５工場，MDFは５社１０工場がそれぞれ稼動している。

そのうち PBとMDFを兼業しているところは３社，合板と兼業

してところは３社である。また，１９９０年以降に稼動し始めた工場

は，PBは３工場，MDFは５工場で，韓国における木質ボード類

産業は新しい木材産業といわれている。

　３．木質ボード類の需給動向

　１）木質ボード類の生産と輸入現況

　日本の木質ボード類工業は，１９４０年代後半に生産を開始して以
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表－１．日本と韓国の新設住宅着工総床面積（２０００年）
（単位：１，０００ｍ２）

その他
鉄筋・鉄骨
コンクリート造

木造合計区分

１６２５５，１８５６４，５３１１１９，８７９
日本

０．２％４６．０％５３．８％１００．０％

５，５８８７５，２９２１７８８１，０５９
韓国

６．９％９２．９％０．２％１００．０％

資料：１）建設物価調査会，建築統計年報，２００１年。
　　　２）韓国統計庁，人口住宅調査報告書，２００２年。

表－２．日本と韓国の木材需要構造（２０００年）
（単位：１，０００ｍ３）

その他合板用
パルプ・
チップ用

製材用合計区分

２，３０３１３，８２５４２，１８６４０，９４６９９，２６０
日本

２．３％１３．９％４２．５％４１．３％１００．０％

２８０３，３５６１１，４８６１２，８４８２７，９７０
韓国

１０．０％１２．０％４１．１％４５．９％１００．０％

資料：１）林野庁，木材需給表，２００２年。
　　　２）山林庁，木材需給現況，２００２年。

表－３．日本と韓国の製材品需要
（単位：１，０００ｍ３）

その他梱包用土木建設用建築用合計区分

８５６１，８６２６９８１３，８１３１７，２３１
日本

４．９％１０．８％４．１％８０．２％１００．０％

７３０４２０２，４０５６４２４，１９７
韓国

１７．４％１０．０％５７．３％１５．３％１００．０％

資料：１）農林統計協会，木材需給報告書，２００２年。
　　　２）朴勇培ら，山林科学論文集No．５２，１９９５年。
注）：日本の製材品の需要は２０００年時点であるが，韓国の場合，１９９３年時点

である。



来，生産量は現在まで増大を続けてきた。PBの生産量は１９７０年

代後半から現在まで顕著な増加を示し，１９７５年の６１万ｍ３が１９９０

年に１０７万ｍ３，さらに１９９６年には１２９万ｍ３と史上最大を記録した。

繊維板の生産量も１９７５年の６５万ｍ３が１９８０年には８４万ｍ３に増大し

たが，１９８１年以降住宅建築活動の不振，自動車及び弱電需要の低

迷により１９８４年まで減少を示した（11）が，その後，繊維板の

生産量は再び増加傾向に転じ，１９９０年に９４万ｍ３，さらに１９９７年

には１１５万ｍ３に増加した。そして，２０００年の繊維板の総生産量は

９９万ｍ３に達した。その内訳はインシュレーションボード４７％，

MDF４５％，ハードボード８％等である（表－４）。そのうち

MDFは接着剤を使う乾式繊維板であるが，PB程度の厚さと密度

を有しており，PBが切削破砕片等の比較的ポーラスな内層を有す

るのに対して，微細なファイバーにより構成されているため緻密

で美しいうえ機械加工性がよく，曲面の加工も仕上がりがきれい

なため家具類に好んで用いられ，最近では合板の代替材として順

調に需要が伸び，生産量も増加している。また，MDFの輸入量

は近年増加傾向で，１９９３年の２３万ｍ３が１９９９年に４４万ｍ３に増加し，

繊維板総輸入量４８万ｍ３の９２％を占めた。

　しかし，こうした木質ボード類の需要増加にもかかわらず，国

内の木質パネル生産（合板＋木質ボード類）に占める木質ボード

類のシェアは現在４０％程度に過ぎない。図－１は，合板と木質

ボード類（PB＋繊維板）の生産量推移を示したものである。そ

れによると，木質パネルの生産量に占める合板のシェアは１９８７年

まで概ね８２％前後を維持してきた。その後，合板のシェアは徐々

に低下し始め，１９９３年に７０％，２０００年には５９％に低下したが，依

然として過半を占めている（図－１）。

　一方，韓国は日本と比較して木質パネル生産に占める合板の

シェアは低く，木質ボード類が高い。図－２は，合板と木質ボー

ド類（PB＋MDF）の生産量推移を示したものである。それによ

ると，１９８５年の合板生産量が１０１万ｍ３，木質ボード類が１２万ｍ３で，

木質ボード類の比率は概ね１０％前後に過ぎなかった。ところが，

１９９０年には木質ボード類が３３万ｍ３に急増し，木質ボード類率は

２５％に増加した。その後も着実に増加し，１９９５年１１９万ｍ３，５７％，

１９９７年１４７万ｍ３，５９％，さらに２０００年には１６７万ｍ３と大幅に増加

し，木質ボード類のシェアは６９％に達した（図－２）。合板が

１９８０年代をピークに減少に転じたのとは対照的である。そのうち

特に，MDFのシェアは１９８５年に１％に過ぎなかったが，１９９０年

に１２％，１９９５年には３０％と著しい増加が続き，２０００年には３９％と

第１位を占めるに至った。次いで合板３１％，PB３０％である。

　韓国の木質ボード類工業は１９６０年代に形成されたが，本格的な

発展が見られるのは１９９０年代に入ってからである。PBの生産量

は１９８０年の６万m３が１９９０年に１７万ｍ３，さらに１９９５年には５５万m３

と著しい増加が続き，２０００年には７２万m３と史上最大を記録した

（表－５）。また，MDFの生産量も，１９８５年の６万ｍ３が１９９４年に

は５１万ｍ３と大幅に増加した。１９９５年に単一工場で世界最大の生

産規模をもつMDF工場（生産能力２３万ｍ３）がハンソル・フォー

レム（Hansol Forem）によって建設されたことを契機として，

MDFの生産量はさらに拡大し，２０００年には９４万ｍ３と史上最大を

記録した。これらの急速な拡大は家具産業と関わっているもので

ある。すなわち，韓国における合板は建築の部材と家具の部品が

主な用途であるが，１９９０年代以降から急速な賃金上昇や熱帯諸国

の生産の拡大によって，国内の家具産業は急速に衰退し始めた。

従って，家具産業は競争力を高めるため，従来の主な材料である

合板よりもコスト的に有利なものを求めるようになり，家具を中

心に薄物MDFが合板の代替材として拡大したのである（4）。国

内生産合板において９０％以上がコンクリート型枠用合板であるこ

とを考えると，MDFは家具用向けの輸入合板の代替材として拡

大してきたことになる。

　ところが，工場の新設に伴ってMDF産業では激しい競争が起

こった。その結果，１９９５年の半ばまでの年間３４０日の工場稼動体

制から企業間の生産量調節のもとに一時的に月８日の操業短縮を

行ったこともある。現在でも相次いだ新規工場の進出に伴って国

内企業間の競争は激しい。

　木質ボード類の輸入量（PB＋MDF）は，生産量とほぼ同様な

推移で増加している。１９８５年には７万m３であったが，１９９０年に

は４９万m３に急増し，１９９５年にはさらに拡大して５１万m３となった。

特に，PB輸入量が多く，１９９５年にはボード類の輸入量の８５％を

PBが占めていた。経済危機の影響によって１９９８年に輸入量は一

時的に急減したが，その後輸入量は急増し，２０００年の輸入量は

PBが４９万m３，MDFが３７万m３となった。これは，アジア諸国の

為替レートの下落による熱帯産製品価格の下落等により，輸入が

急増したのが主な原因である。

　２）木質ボード類の消費動向

　木質ボード類製品は国によって主な用途や使用環境が違う。日

本繊維板工業会によると（6），２０００年現在の PBの用途は，家

具・建具用が５３％，建築用が３９％，電気機器用が７％などで，こ
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図－１．日本の木質パネルの生産推移
資料：林産行政研究会，木材需給と木材工業の現況，２０００年。

表－４．日本の木質ボード類の生産及び輸入推移
（単位：１，０００ｍ３）

繊維板
PB

年
Insulation
BoardMDFHard

Board計

輸
入

生
産

輸
入

生
産

輸
入

生
産

輸
入

生
産

輸
入

生
産

１１６４２２２９３１８７１１２９３１１１，０８９１７９１，１３５１９９３
２２６４０３５８３３１５８１１７４３８１，０８８３４４１，２１７１９９４
４８６４５３４６３１７６０１１７４５４１，０７９３５７１，２６３１９９５
２８６３７４２１４０１６０１１５５０９１，１５３５２３１，２９２１９９６
１７６１６４８４３９３６４１１１５６５１，１２０６７２１，２３２１９９７
　９５０８３５９３２１３７　８８４０５　９１７４１０１，０７６１９９８
　１４７４４４０４３１３７　８４４７８　９８９３８０１，１８２１９９９
－４７２－４４７－　７９－　９９８３８５１，２６１２０００

資料：日本繊維板工業会，２００２年，［Online］　http://www.jfpma.jp。



の３分野で殆どを占めている。厚さ別では，家具向けの１２mmや

１５mm，建築向けの２０mmの３種類で総生産量の大半を占めてい

る。ハードボードの需要分野は幅広いが，自動車用，梱包用，建

築用等が多いのが特徴である。同年のハードボードの用途は，自

動車用が３０％，梱包用が２６％，家具・建具用が２１％，建築用が

２０％等を占め，厚さ別では，家具・建具，建築向けである

３．５mmと自動車内装向けである２．５mm製品の両者で概ね全体の

８０％以上を占めている。MDFは PBと同様の厚さの種類をもち，

主に建築用，家具用等に使われており，用途としては PBと似て

いる。同年のMDFの用途は，建築用が６０％，家具用が１５％，住

設機器が１６％等で，厚さ別には３mm未満の薄物の需要が拡大し

ている。最近では，ハードボードや合板の代替材として住宅部材

など建築用への利用がさらに増大している。インシュレーション

ボードは，断熱・防音・防湿効果の優れたものとして殆どが建築

用で使われている。主な用途は，天井用，下地材，畳床用などで

あり，そのうち畳床用の比率は全体の７０％前後を占めている。

　一方，韓国における PBやMDFの用途は日本と違って，建築

用途よりも家具や台所家具に使われている。林業研究院によると

（8），PBの場合，台所家具用（５５％），事務用家具用（２５％），電

子製品ケース（１０％）などに主に使われており，MDFの場合も

一般家具用（６０％），楽器用（１５％），事務用家具用（１０％）等に

消費され，PBとは変わらない消費構造である。

　しかし，韓国における最近のMDFの需要として最も注目され

るのは，消費者の生活水準の向上に伴う高層アパートを中心とし

た従来の家具用需要よりもMDFの表面をHPL（High Pressure 

Laminates）や LPL（Low Pressure Laminates）処理したフロー

リング（Laminate Flooring）や窓・ドア等の建築物の内装材と

しての需要拡大である。

　韓国の木質ボード類は，合板と同様に厚さによってその用途が

異なる。PBの場合，厚さ１２～２０mm未満が家具用合板の中板や

台所用家具，２３mm以上はその他用途として使われ，MDFは

１０mm未満が内装材の表部分として，１０～２０mmが家具用合板の

中板，装飾家具，リビング・ドア等として，２０mm以上がテーブ

ル用として使われている。このような用途に伴って最近の PBは

１５mm以上の厚物製品の生産が多く，逆にMDFは６mm未満の

薄物製品の生産が多い。表－６は，最近３年間の PBの厚さ別生

産量を示したものである。それによると，２０００年の総生産量は７２

万ｍ３で，そのうち厚さ１５mm以上の比率が９７％と生産量の殆ど

を占める（表－６）。これは PBの主な用途が家具用であること

と関わるものである。

　これに対して，同年のMDFの総生産量は９４万ｍ３で，そのうち

厚さ１０～１９．９mmが最も多くて３９％を占めているが，５．９mm未

満（２６％）及び６～９．９mm（１８％）の両者で全体の４４％を占め，

建築物の内装材用等として薄物MDFの生産が拡大していること

を示している（表－７）。

　３）木質ボード類用原料の供給

　日本における木質ボード類の原料は，合板や製材工場，紙パル

プ等の残廃材を用いることが多い。最近では建築解体材の利用が

急速に進んでいる。特に，PBの生産における利用率が高い。

　表－８は，最近３年間の PB用原料使用比率を示したものであ

る。それによると，PB用原料は，１９９８年に丸太等素材チップが

１２％，合板・製材廃材が３７％，建築解体材が４６％等であったが，

２０００年には素材チップが７％，合板・製材廃材が２９％，建築解体

材が６１％等と，丸太等素材チップや合板・製材廃材は減少し，代

わりに建築解体材の利用率が増加している。これに対して，繊維

板用原料は建築解体材よりも廃材や素材チップが主体である。最

近３年間の素材チップや廃材の利用率は少し減少しているが，こ

の両者で８０％程度を占めている。２０００年の繊維板用原料は，素材

チップが２５％，合板・製材等廃材が５４％，建築解体材が２０％など

である（表－９）。

　一方，韓国における PBの製造原料は製材廃材（製材廃材＋製
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図－２．韓国の木質パネルの生産推移
資料：韓国合板ボード協会，２００２年。

表－５．韓国のボード類生産及び輸入量推移
（単位：１，０００ｍ３）

MDFPB総数
年

輸入生産輸入生産輸入生産

－－－　６０－　　６０１９８０

　２７　１３　４７１０９　７４　　１２２１９８５

　９１１６６４０３１６５４９４　　３３１１９９０

　７６６１４４３４５４８５１０１，１６２１９９５

　６８７４４３５５６５９４２３１，４０３１９９６

　７４７５０２５３７２１３２７１，４７１１９９７

　３６５８４１４９５０７１８５１，０９１１９９８

２１７８４３３７８６７２５９５１，５１５１９９９

３８０９４３４８５７２２８６５１，６６５２０００

資料：韓国合板ボード協会，２００２年。

表－６．韓国の PBの厚さ別生産量
（単位：１，０００ｍ３）

２０mm～１５～１９．１１０．１～１４．９～１０mm合計年

３５４４７２５　－５０７１９９８

５９５８７２３３６７２１９９９

５７６４１２２２７２２２０００

資料：韓国合板ボード協会，２０００年，２００１年。

表－７．韓国のMDFの厚さ別生産量
（単位：１，０００ｍ３）

２０mm～１０～１９．９６．０～９．９～５．９mm合計年

　８６２４２　７５１８１５８４１９９８

１４８３６１１２５２０９８４３１９９９

１６５３６９１６７２４２９４３２０００

資料：韓国合板ボード協会，２０００年，２００１年。



材チップ）が大半を占めている。日本では主に木造住宅の解体廃

材が利用されているが，韓国では木造住宅が殆どないためその割

合はきわめて小さい。韓国合板ボード協会によると，２００１年現在

の PBを生産している４社の原料総消費量は１０３万ｍ３で，その内

訳は製材廃材が６３％，再生チップが８％等である（表－１０）。こ

れに対して，MDF用原料は製材廃材よりも丸太を利用すること

が多い。同年のMDFを生産している５社の原料総消費量は１７０

万ｍ３で，その内訳は国産丸太が４１％，製材廃材が３９％，輸入丸

太が８％等で，国産及び輸入丸太の両者で４９％を占めている（表

－１１）。そのうちA社と B社は合板製造業から進出したため，合

板製造業と兼業しており，合板廃材をMDFの製造原料として有

効に利用している。

　最近では消費者の製品の質に伴ってMDF原料として丸太利用

が増加する傾向が強まっている。すなわち，製材廃材を利用する

場合，樹皮がついていることが多いが，樹皮が混在すると，製品

の色が暗褐色になる。消費者はMDFについても明るい色を好む

ことから，明るい色のMDFの得られる針葉樹丸太を使うように

なっている。従来の廃材利用が減少し国産丸太や輸入丸太の利用

が増加傾向を辿っているのである。輸入丸太としてはニュージー

ランド産のラジアータパインやロシア産のスプルース等である。

　４）日韓のMDF工場の原料供給事例

　　（１）日本のエヌ・アンド・イー（株）

　エヌ・アンド・イー（株）（徳島県小松島市）は，日本製紙

（株）７０％と永大産業（株）３０％の共同出資により１９９５年４月に

設立された日本最大のMDF工場で，１９９７年から市場に製品を供

給している。現在は１９９８年４月に日本製紙の建材事業本部が分社

化，（株）パルとして事業展開し，その関連会社として経営され

ている。当社の資本金は３０億円，年間売上高は６０億円，従業員数

は１００人，MDFの生産能力は年間１０万ｍ３である。

　当社はMDF用原料として年間約５万トンのチップを消費して

いる。そのうち約７０％が国内のスギチップを使用し，その残りは

製材工場からのヒノキや紙パルプ産業からのラワンの廃材が入っ

ている。特に，国内のスギチップを主要原料として採用した理由

は，スギチップを原料としてMDF製品を生産したとき，他針葉

樹（ヒノキ，ラジアータパイン）を原料とする製品よりも品質が

優れており，またラワンを原料とするMDFに近い品質が出たた

め，設立当初から原料の７０％を国内のスギチップで賄うことを決

定したという。

　原料の供給方法は，当社が直接チップを集めることではなく，

すべて日本製紙（株）の系列会社（株の８４％を保有）である

（株）新陽（山口県岩国市）から原料供給を受けている。（株）新

陽の主な集荷先は，九州（船），四国（トラック），和歌山（船）

などの西日本各地からであり，特に九州や四国からのスギチップ

のウェイトが大きいようである。

　一方，当社における最も需要が多い製品は，合板の代替材とし

てスギチップを使用する薄物製品であり，ラワンチップは厚物製

品の原料として使われている。製品の販売は，日本製紙（株）と

永大産業（株）が担当している。

　　（２）韓国の東和企業（株）

　東和企業（株）（仁川木材団地）は１９４８年に設立された。家具，

楽器，内装材用等の PBやMDF製品を生産・販売し，PBは２工

場，MDFは３工場が稼動している。韓国におけるMDF工場は

１９８６年に設立された当社工場が最初である。その後，１９８９年に第

２工場，１９９４年には第３工場を設立した。MDFの生産能力は２４

万ｍ３（３工場計）である。２０００年の売上高は約１３１億円で，その

うちMDFが４０％，PBが２１％，表面材が１３％，フローリング

（Laminate Flooring）が１０％などある。生産製品の国内シェアは，

MDFは２～３位，PBは１～２位，フローリング（Laminate 

Flooring）は１位を占めている。

　一方，当社の２００１年現在のMDF用原料の使用量は３２万ｍ３で，

その内訳は国産丸太が最も多くて４８％を占めており，次いで製材

廃材が３４％，輸入丸太が１７％等で，国産及び輸入丸太の両者で

６５％を占めている。原料の調達方法は，国産材の場合，収集商

（９０％）や伐採商（１０％）から供給を受けており，主な樹種は，

リギタマツが６０％，アカマツが２５％，朝鮮五葉マツが１０％，カラ

マツが５％等である。製材廃材は，２５社の収集商が仁川地域から

６５％を集めて供給し，残りは製材所からの直接供給２５％，直接購

入１０％等である。当社の周辺には国内最大の木材加工団地が位置

し，他地域のメーカーよりも製材廃材やチップの供給を受けやす
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表－８．日本の PB用原料使用比率
（単位：％）

その他
建築
解体材

合板・製材等
廃材

丸太等
素材チップ

合計年

５．２４５．７３６．８１２．３１００．０１９９８

４．１５１．３３５．７　８．９１００．０１９９９

３．９６０．５２９．１　６．５１００．０２０００

資料：日本繊維板工業会，２００２年，［Online］　http://www.jfpma.jp。

表－９．日本の繊維板用原料使用比率
（単位：％）

その他
建築
解体材

合板・製材等
廃材

丸太等
素材チップ

合計年

１．９１４．９５９．５２３．７１００．０１９９８

１．８１７．３５５．１２５．８１００．０１９９９

１．７１９．５５３．８２５．０１００．０２０００

資料：日本繊維板工業会，２００２年，［Online］　http://www.jfpma.jp。

表－１０．韓国の PB企業別の原料使用量（２００１年）
（単位：１，０００ｍ３）

D社C社B社A社合　計原　料

２４５２３０３０８２４５１，０２８総 使 用 量

－－　　　１－　　　１国 内 丸 太

１２５１４８１７５２０３　　６５１製 材 廃 材

１１６－１０５　　９　　２３０再生チップ

　　４１６４　　２７　３３　　１４６そ の 他

資料：韓国合板ボード協会の資料提供より作成，２００２年。

表－１１．韓国のMDF企業別の原料使用量（２００１年）
（単位：１，０００ｍ３）

E社D社C社B社A社合　計原　料

６３７４０５３１６２２８１１２１，６９７総 使 用 量

　　２　２９　５５　４６　　６　　１３８輸 入 丸 太

３５７１８２１５３－　　６　　６９８国 内 丸 太

１４５１６６１０８　１４３　９３　　６５５製 材 廃 材

－－－　３８　　７　　　４５合 板 廃 材

１３３　２８－　　１－　　１６１そ の 他

資料：韓国合板ボード協会の資料提供より作成，２００２年。



い。輸入丸太は，当社の輸出入専門の子会社である（株）ウディ

コ（Woodiko）から供給を受けており，輸入樹種はニュージーラ

ンド産ラジアータパインのパルプ用丸太（US ＄５２～５３／m３）を

使っている。

Ⅳ．まとめ

　日本と韓国の木材消費構造をみた場合，韓国は住宅建築の構造

的な特徴のため，日本の木造住宅を中心とする建築用材が大半を

占めるような形態とは大きく異ならざるを得なかった。それは，

木造住宅がマイナーであり，木材需要量の多くが建築物を建てる

際の仮設材を中心として建築土木用に向けられ，建築物の構造材

として木材が利用されることは少なく，内装用部材に木材が使用

されるに過ぎないことなどのためである。

　１９８０年代以降から国際的な天然林伐採規制によって木質原料が

低質化する中で，木材資源の有効利用という面から世界的に，木

質ボード類の増加が進んだ。日本においても製材・合板廃材，建

築解体材等を製造原料として有効に利用する木質ボード類の需要

が伸びているが，国内の木質パネル市場は依然として合板のシェ

アが優位を占めている。しかし，最近では合板の代替材として建

築用への薄物MDFの需要が徐々に拡大している。近年，建築物

の高層化や共同住宅等の非木造住宅の需要が増えている中で

MDF産業においては，現在の家具や建築用等の合板需要に代

わって，どのように需要を開拓するかが今後の課題となっている。

　一方，韓国の木質パネル市場は，１９９０年代以降から従来の家具

用合板の代替材として PBやMDFへと急速に転換している。そ

のうち特に，MDFは消費者の所得水準の向上に伴って高層ア

パートを中心として内装の木質化を求める消費者の潜在需要が広

がり，建築物の内装材として需要が急速に拡大した。こうした需

要の急増は国内生産を導き，１９９０年代以降にMDF工場は４社５

工場の新規進出をもたらし，さらに２００３年には１社１工場が新規

進出する予定である。日本では高度経済成長期に建築された膨大

な木造住宅が建替時期を迎えていると同様に韓国でも６０年代や７０

年代に建てられた高層アパートが改築時期を迎えている。当時と

比べ生活水準は大幅に向上し，住宅所有者の多くが高級仕上げ材

を購入し得る水準になっている。それが現在の新設高層アパート

における内装の木質化と結びつき，MDFの需要はさらに増加す

る見込である。

　ところが，MDFの需要が急速に増加する一方で，アジア経済

危機以降から輸入量も急増している。企業間の激しい競争問題を

抱えているMDF産業においては合板よりも輸入MDFとの競争

関係下におかれ，国内製品の市場拡大が大きな課題となっている。

また，原料の供給においても合板産業の縮小によって廃材が減少

し，質を求める消費者の志向から丸太へ依存する傾向が増加して

いるが，今後，丸太価格の上昇によって生じる採算性の問題も

残っている。
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